丸和商事債権者説明会報告書
平成２３年４月１３日（水）
会場：パレスホテル掛川飛天の間
午前１１時００分から１２時３０分まで
報告者：司法書士　齋藤毅
（静岡県司法書士会・静岡青年司法書士協議会所属）
会場における債権者側出席者数
　７０名前後（開場２分前に報告者にて会場内人数を実地数え上げて６８名）
司会者　弁護士大水英智
再生申立会社側出席者
再生申立会社代表取締役　藤沢勝
同取締役　高橋繁樹
申立代理人弁護士　藤田浩司
同弁護士　内海雅秀
同弁護士　城處琢也
同弁護士　小池良輔
同弁護士　鹿田順平
オブザーバー（調査委員）
監督委員弁護士　池田靖　ほか　補助者弁護士３名
１．開会の辞・出席者紹介
　開会冒頭、司会者より上記の再生申立会社側出席者の紹介がなされた。
２．代表取締役挨拶
　続いて、再生申立会社代表取締役より、以下の挨拶がなされた。
＜挨拶の概要＞
　本日は御多忙のところ、また遠路よりお集まりいただき、あつく御礼申し上げる。
　本年４月８日の取締役会で民事再生の申立てを決議し、同日、東京地裁に申し立てた。このような事態に至り、深くおわび申し上げる。
　民事再生手続に至った経緯、申立代理人の陣容や申立てにいたる概要については、配付「債権者説明会資料」（以下、単に「資料」という。）のとおり。
　平成１８年以降、利息制限法所定利率を超過する利息について貸金業法４３条要件を厳格に解釈する裁判所の判断が相次ぎ、それによって当社においても返還請求が増加し、当社財政が圧迫されたことが、申立ての原因である。過払金返還請求は一時期、いったん収束したものの、今年に入って請求件数が増加しはじめたため、やむなく民事再生を選択したものである。
　お取引先や顧客に御迷惑をおかけし、深く謝罪申し上げる。
　今後、当社の再生手続については、スルガ銀行より支援表明がなされている。よって、同銀行支援のもと、当社の再生を果たしたい。誠に勝手ではあるが、今後とも御支援と御協力をお願いしたい。
３．民事再生手続申立てに至る経緯
　申立代理人弁護士藤田浩司より、以下のとおり、資料にそって経緯と手続の説明がなされた。
＜説明概要＞
　申立代理人については資料１ページ目のとおり、本日は７名の出席である。
　さらに本日は、監督委員と補助の弁護士３名も出席している。
　現在、再生申立会社の社内に、再生手続コールセンターを設けて顧客対応中である。
　申立会社の概要は、資料２ページ目第１項の通り。なお、現時点で平成２３年３月末の財政状態や経営成績については集計中のため、資料として提供できるのは平成２２年３月期までである。
　申立てに至る経緯は資料２ページ目第２項の通り。主たる原因は、再生申立会社に対する過払金返還請求件数と請求金額が高止まりしていることである。
　なお、申立人弁護士事務所に最初に本件相談があったのは、本年の２月末である。相談を受けてから、申立人弁護士事務所内でも、再生申立会社の事業継続の可能性を精査した。申立人弁護士事務所内で考えた再建の方策としては、①従前通り過払金の請求に応じつつ和解の席で減額や分割を強く求めていくやり方、②顧客を除いた金融機関等とのみ交渉し私的整理、③法的倒産手続、の３つである。①については、このまま返還請求に応じていたのでは４月以降の事業継続が無理であると判断した。②については、過払金返還請求の当事者である顧客を除いた形での債務整理となるため、債務整理として実効性に欠けると判断した。よって、③を選択した次第である。
　法的倒産手続の選択においては、地元にて無担保の貸金業を続けることにつき、いまだ社会的ニーズは存在すると考えられるため、再建型の手続として会社更生と再生のどちらが良いかを検討するとともに、申立予定の裁判所と事前に協議した。
４．民事再生手続について
　申立代理人弁護士藤田浩司より、以下のとおり、資料にそって説明がなされた。
＜説明概要＞
　会社更生を選択した場合、届出のない債権者はすべて失権することになるため、届出について厳格な手続とならざるを得ない。例えば、債権届出書が届かない方については、追跡調査や、マス媒体による届出期間と方法の周知徹底等、債権届出を強く促す方策をとる必要があるとの運用を、申立予定の裁判所より示されている。一方、再生の場合、自認制度があるため、届出のない債権者についても再生申立会社において自認することができ、債権届出に関する周知コストを大きく削減できる。また、再生計画案の可決は債権者による投票であるが、会社更生と異なり、再生は頭数用件もあるので、少額債権者の意見を反映できることになる。これらのメリットを勘案の上、再生を申し立てることとした次第である。
　今後の予定は、資料３ページの第３項（１）～（４）の通り。４月８日に民事再生手続開始の申立てをし、同時に保全申立てを行い弁済禁止命令が発令されている。この後、監督委員より、再生手続開始に問題がないかどうかのチェックが入ることになるが、本説明会が、その判断のための大きな資料となる。
　この後、監督委員において手続開始相当の意見が出れば、開始決定となる。早ければ明日４月１４日にも、開始決定が出る予定である。
　開始決定後、全債権者には、開始決定と債権届出書が送られる。開始決定日を基準時として、過払金返還請求権者のデータや過払金額の計算を行い、開始決定後２週間以内に請求権者と金額をまとめ上げるとともに、４月末までに債権者向け発送書類の印刷をかけ、発送となる予定。どんなに遅くとも、５月には開始決定と債権届出書を債権者に届けるようにしたいと考えている。債権届出期間は開始決定にてお知らせすることとなるが、今のところ、開始決定の送達後、１か月程度の期間がおかれる可能性が高い。
　財産評定について、過払金返還請求権については取引履歴を精査しないといけない。今回については、当社側ですべて精査を行い、それに基づき当社の側で全件、利息制限法所定利率による引直計算を行う。送付予定の債権届出書において、過払金の額は明示予定。なお、送付予定の債権届出書にあらかじめ明示されている金額にて債権届出をしたものについては、当社は全て認める方針である。
　また、財産評定の中で、営業貸付金の帳簿残についても同様に引き直しをするため、営業貸付金は減少する見込みである。
　再生計画案の立案は、本年夏を予定している。立案した計画案は債権者へ郵送する。なお、再生の決議は、債権届出をした債権者の債権金額の２分の１、かつ、債権届出をしかつ投票された方の過半数の同意を得ることで可決となる。可決された再生計画案については、認可相当の監督委員の意見をまって認可となり、債権者への弁済が行われる。弁済の予定時期は、本年秋ごろを予定している。
５．一般商取引債権の取扱いについて
　申立代理人弁護士内海雅秀より、以下のとおり、資料にそって説明がなされた。
＜説明概要＞
　４月７日までに生じた原因に基づく一般商取引債権については、弁済禁止の保全命令の対象となる。４月７日までに生じた原因については、納品あるいはサービスの提供完了日を基準に考える。なお、賃料、光熱費及び通信費は例外的に支払を継続する。
　４月８日以後の債務については、開始決定までに発生するものについて共益債権化を予定している。
６．利息返還金債権の取扱いについて
　申立代理人弁護士内海雅秀より、以下のとおり、資料にそって説明がなされた。
＜説明概要＞
　過払金返還請求権の取扱いは、資料３ページ第５項のとおり。利息制限法所定利率による厳格な引き直しを予定しており、正確な金額の把握に努める。なお、無届債権者については全件自認する。
　なお、過払請求権者が再生計画案について同意不同意の意思表示を行う場合。債権届出が必要であるので注意されたい。なお、自認債権を含めた認可決定後の弁済方法は、ＨＰ等で、後日案内することになる。
　計算方法については、当社としては最高裁判例に準拠した形で、債権者の利益をはかる予定である。今のところ、ＦＡＱの末尾のとおりとする。
　利息返還金の金額は、現在も計算中である。なお、現在進行中の過払金返還請求の訴えについては、開始決定により中断となる。
　利息制限法所定利率による当社での引直計算後の残高の有無については、ＡＴＭ表示と再生手続コールセンターへ誘導することとする。
７．監督委員挨拶
　監督委員弁護士池田靖より、以下の挨拶がなされた。
＜挨拶の概要＞
　本再生については、従来通り、代表者が経営を継続することになる。監督業務としては、開始決定や計画案に意見を述べることと、会社の常務に属さない再生申立会社の行為等に同意することの、大きく分けて２つである。本説明会においても、利害関係人の意見をちょうだいしたいところである。
８．質疑応答（「＞」以下は再生申立会社側の回答）
（過払債権者代理人）
①　再生申立ての原因は何か。
②　債権届出用紙に履歴は添付されるのか。
③　再生申立会社の株式の取扱いについて御教示願いたい。
＞（回答・申立代理人弁護士藤田浩司）
　①につき、民事再生法第２１条１項後段（＝事業の継続に著しい支障を来すことなく弁済期にある債務を弁済することができない）と考えている。もっとも、開始決定後の過払金返還請求権の調査いかんによっては、債務超過あるいは支払不能のおそれを基礎づける事実が出てくるのではないかと考えている。
　②につき、過払金返還請求権者に対する債権届出書の送付に当たり、請求権者の履歴をつける予定は一切ない。金額のみの通知となる。
　③につき、本日午後３時より株主総会を行う。株主の扱いは、再生計画案の中で処遇が決まることになるが、減資による議決権喪失等、応分の形で株主責任を負っていただくことになる。
（過払債権者代理人）
①　本件でも、役員による高額報酬受領や申立直前の意図的な財産流出といった問題はないのか。また、本年２月末以降も利息制限法超過利率による貸付けを継続し、過払金が発生していることについて、刑事責任等、法的に問題があるのではないか。②公租公課の滞納や給料の遅配はないのか。
＞（回答・申立代理人弁護士藤田浩司）
　①につき、目下、申立代理人においては、御指摘の不正あるいは不当な行為は一切把握していない。もっとも、再生申立会社からの依頼を受けた立場であるから、今後、監督委員より調査を受ける立場にあることは言うまでもない。本年２月以降も利息制限法所定利率を超過する利息を徴求していた件については、少なくとも自認債権とすることで御容赦願いたい。
　②につき、公租公課の滞納や給与未払の事実はない。
（一般商取引債権者従業員）
①　１１７名の再生申立会社従業員の雇用は守られるのか。
②　当社は派遣会社だが、弁済禁止の対象となる当社債権の範囲を御教示願いたい。
＞（回答・申立代理人弁護士藤田浩司）
　①につき、再生申立会社は既にかなりの人員削減をしており、事業継続の上では従業員全員が必要になろうと考えている。よって、現在のところリストラは考えていない。なお、派遣の方については、個別事情があるので、別途当社まで相談されたい。
＞（回答・申立代理人弁護士内海雅秀）
　②につき、民事再生法に従ったやり方をする。人材派遣については継続的契約として考えることになろう。個別事情があるので、別途当社まで相談されたい。
（金融機関債権者従業員）
①　スポンサー選定とＦＡについて御教示願いたい。
②　経営責任はどうなるのか。
③　関連会社はどうなるのか。
＞（回答・申立代理人弁護士藤田浩司）
　①につき、スルガ銀行より支援意向を受けているが、必ずしもスルガ銀行がスポンサーになるということではない。もっとも、当社としては是非なっていただく方向で計画したいと考えている。当社としてはあくまで地元で地道に営業を継続する意向なので、ＦＡを起用したり、いろんなスポンサーを１から募集するといったやり方での再建を図ることは考えていない。
　②につき、再生はＤＩＰ型倒産手続なので、経営陣が会社の責任者として残存するのは当然である。もっとも、今後の再生計画案の中ではどうなるかは未知数であるし、再生計画案を乗り切ったとしても、その後の支援スポンサーが経営責任を別途問うことも十分あり得る。いずれにせよ、今後避けては通れない問題である。
＞（回答・再生申立会社代表取締役藤沢勝）
　②につき、経営者として深くおわび申し上げる。どういう形で責任をとるかについてであるが、既に代表を退いてもかまわない旨、申立代理人には伝えてある。ただ現状、スルガ銀行より当社が役員を受け入れているといった事情や、申立てに至るまでの経緯を熟知している者がいないと今後の手続遂行に支障がでるとの懸念から、経営の座にとどまっている次第である。
　③について、関連会社についても、再生手続が終わった後で、今後の経営方針をどうするか考える予定である。
（過払債権者代理人）
①　クレディアやオークスの倒産手続のように、少額過払金返還についての優遇処置はないのか。
②　ＦＡＱによると、引直計算は１年以上ブランクは個別計算、カット合意については合意通りというが、これはどのような考え方に基づいてのことか。
③　債権届出書類の送付先は。
＞（回答・申立代理人弁護士藤田浩司）
　①につき、少額過払金返還の優遇は悩ましいところであり、未定とさせていただく。
　②につき、１年以上の取引ブランクがあり、かつ、再取引開始後改めて契約書をまきなおしている場合については、分断して引直計算をする。契約書のまきなおしがないものについては、ブランクの長短にかかわらず一連とする。
　（＊）過払金大幅カットで和解済みのものについても悩ましいところであるが、和解によって不合理な結果が生じているのは全くそのとおりである。少なくとも、過払金大幅カットの和解後、和解金を一銭も受領していない方については、当該和解によって不利にならないように扱いたいと考えている。
　③につき、代理人が弁護士の場合は当該弁護士へ通知する。代理人が司法書士の場合は争いがあるものの、混乱が生じるので、送付先は当該司法書士あてとする。
（過払債権者代理人）
①　（＊）の和解には、裁判上の和解も含むのか。
②　無届債権となり、その後も配当の要求のない方についてはどうするのか。
＞（回答・申立代理人弁護士藤田浩司）
　①につき、裁判上の和解も含める。
　②につき、請求権は残るので、弁済口座の指定や送金方法について工夫することとなろう。
（過払債権者代理人）
①　現時点での、負債に占める過払返還請求金額とそれ以外の割合は。
②　平成１３年から既に過払返還請求が増えてきていたのに、なおもグレー金利で営業を継続し続けてきて、現時点でもなお過払額がわからないというのは、全く疑問である。
＞（回答・申立代理人弁護士藤田浩司）
　①につき、平成２２年３月現在の負債総額３３６億のうち、約３６億が確定済みの過払返還請求金であり、残り約３００億が金融機関債務あるいは一般商取引債務である。
　②につき、過払返還請求を受けていない方については、現状当社でも全く把握できていないので、数字としても案内できない。悪意の受益者としての利息も付けるので御容赦いただきたい。
（過払債権者代理人）
①　最終取引日より１０年経過による消滅時効の援用はありうるのか。
②　履歴の確認はできるのか。
＞（回答・申立代理人弁護士藤田浩司）
　①につき、当然援用する。
　②につき、再生手続の中では履歴を明らかにする予定は一切ない。
（過払債権者代理人）
　今消滅時効にかかる瀬戸際の過払金返還請求権者はどう考えるのか。
＞（回答・申立代理人弁護士藤田浩司）
　開始決定日を基準日として過払金返還請求権の消滅時効の援用をする。
（過払債権者本人）
①　過払金につき再生申立会社と大幅カットで和解し、これまで分割で過払金受領。最後に４月末に過払金を１００万まとめて受け取る予定のところで、今回の申立てを受けた。このようなタイミングで申し立てたのは、計画倒産ではないのか。
②　①の過払金はどうなるのか。
＞（回答・申立代理人弁護士藤田浩司）
　①について、申し立てたタイミングの時期の良し悪しは、迅速に再生手続開始の申立てを行おうとしたがゆえの、あくまで結果論に過ぎない。なお、本申立てを決めたのは上層部の一部のみであり、従業員は申立後まで何も知らされていなかった。
　②について、債権届出額は、上記和解がなされていない前提で再計算し、そこから既受領額を差し引くことになる。
（過払債権者本人）
　過払返還請求中であるが、履歴か途中からしか開示されていない場合の取扱いはどうなるのか。
＞（回答・申立代理人弁護士藤田浩司）
　平成５年４月１日より前の取引履歴のデータはない。平成５年４月１日の時点で約定残等により途中からの取引履歴となっている方については、平成５年４月１日の冒頭残高を０とする、いわゆる冒頭ゼロ計算によって引直計算を行うことになる。
９．終了のあいさつ
　司会者より、以上をもって債権者説明会終了のあいさつがなされ、１２時３０分、散会となった。
以上
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